
平成 29 年度 

公共下水道事業特別会計予算 



議案第２６号

平成２９年度大河原町公共下水道事業特別会計予算 

 平成２９年度大河原町の公共下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 812,413千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をする

ことができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度

額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、300,000

千円と定める。 

  平成２９年３月２日提出 

大河原町長   齋   清 志        
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第 2表 債務負担行為 

   （単位：千円） 

事 項 期 間 限 度 額 

平成 29 年度水洗便所改造資金利子補給 

平成 29 年度 水洗便所改造資

金融資額の利子 

に相当する額 
～

平成 32 年度 

平成 29 年度水洗便所改造資金損失補償 

平成 29 年度 水洗便所改造資

金融資額の未償

還元金の 10％に 

相当する額 

～

平成 32 年度 

第 3表 地方債 

 （単位：千円） 

起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

公共下水道事業 179,800
証書借入又

は証券発行
5％以内 

政府資金については、その融資条件
により、銀行その他の場合はその債権
者と協定するものによる。ただし、町財
政の都合により据置期間及び償還期
限を短縮し、又は繰上償還もしくは低
利に借換することができる。 
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平成 29 年度 

公共下水道事業特別会計予算 

説 明 書 
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給 与 費 明 細 書

1 一般職
（1）総括 （単位：千円）

区  分 職 員 数 
給    与    費 

共 済 費 合 計 備 考 
給 料 職員手当 計 

本年度 
（       ） 

5 16,793 10,918 27,711 5,809     33,520 

前年度 
（       ） 

5 16,205 10,174 26,379 5,661 31,990 

比  較 
（       ） 

0  588 744 1,332 198 1,530 

（単位：千円）

職員手当の内訳

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 地域手当
時 間 外 勤
務 手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
手 当

期末勤勉
手 当

本 年 度     840      618      50     -    2,850     -       -     6,560

前 年 度     744     324      76     -    2,850     -       -     6,180

比 較     96   294    △26     0      380

（2）給料及び職員手当の増減額の明細 

区  分 増減額(千円) 増減事由別内訳 (千円) 説      明 備       考 

給  料  588 普通昇給に伴う増加分 184 平均昇給率    1.5％ 

昇給期別職員数  5 人 

その他の増減分 404 職員の異動等による  

職員手当 744 その他の増減分 744 職員の異動等による 
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（3）給料及び職員手当の状況 

ア 職員 1 人当たり給与 

区 分 行 政 職 単 純 労 務 職 

平成 29 年１月１日現在 

平均給料月額 (円) 278,840 －

平均給与月額 (円) 329,060 －

平 均 年 齢 (歳)  37.04 －

平成 28 年１月１日現在 

平均給料月額 (円) 268,060 －

平均給与月額 (円) 305,988 －

平 均 年 齢 (歳)  37.01 －

イ 初任給 

区 分 行 政 職 (円) 単純労務職 (円) 
一 般 会 計 の制 度 

行 政 職 (円) 単純労務職 (円) 

高 校 卒 初 級 146,100 143,500 146,100 143,500 

短 大 卒 初･中級 158,800 － 158,800 － 

大 学 卒 

初 級 167,600 － 167,600 － 

上 級 178,200 － 178,200 － 

ウ 級別職員数 

区 分 
行 政 職 単 純 労 務 職 

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 

平成 29 年 1月 1 日 

1 級 
(       ) 

2 
(       ) 
40.0 

1 級 
(       ) (       ) 

2 級 
(       ) (       ) 

2 級 
(       ) (       ) 

3 級 
(       ) 

1 
(       ) 
20.0 

3 級 
(       ) (       ) 

4 級 
(       ) 

2 
(       ) 
40.0 

4 級 
(       ) (       ) 

5 級 
(       ) (       ) 

5 級 
(       ) (       ) 

6 級 
(       ) (       ) 

計 
(       ) 

5 
(       ) 
100.0 

計 
(       ) (       ) 

平成 28 年 1月 1 日 

1 級 
(       ) 

2 
(       ) 
40.0 

1 級 
(       ) (       ) 

2 級 
(       ) 

1 
(       ) 
20.0 

2 級 
(       ) (       ) 

3 級 
(       ) (       ) 

3 級 
(       ) (       ) 

4 級 
(       ) 

2 
(       ) 
40.0 

4 級 
(       ) (       ) 

5 級 
(       ) (       ) 

5 級 
(       ) (       ) 

6 級 
(       ) (       ) 

計 
(       ) 

5 
(       ) 
100.0 

計 
(       ) (       ) 
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エ 期末手当・勤勉手当 

区 分 
支給期別支給率 

支給率計(月分) 
職制上の段階、職務の
級等による加算措置 

備 考 
6 月(月分) 12 月(月分) 

本 年 度 
2.075 
（ 1.05 ） 

2.225 
（ 1.20 ） 

4.30 
（ 2.25 ） 

有  

前 年 度 
2.025 

（ 1.025 ） 
2.175 

（ 1.175 ） 
4.20 

（ 2.20 ） 
有  

一般会計の制度 
2.075 
（ 1.05 ） 

2.225 
（ 1.20 ） 

4.30 
（ 2.25 ） 

有  

                                                        （  ）内は再任用職員の支給率 

オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区 分 
20 年勤続の者 

(月分) 

25 年勤続の者 

(月分) 

35 年勤続の者 

(月分) 

最高限度 

(月分) 
その他の加算措置等 

退職特
別昇給 

備 考 

支給率等 25.55652 34.5825 49.59 49.59 制度あり 無  

一般会計
の制度 

(支給率等) 

25.55652 34.5825 49.59 49.59 制度あり 無  

カ その他の手当 

区 分 一 般 会 計 との異 同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同じ － 

住 居 手 当 同じ － 

通 勤 手 当 同じ － 
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国　　県

支出金

平成27年度

平成27年度分 ～ 5 平成29年度 1 1

平成28年度

平成29年度
水洗便所改造資金利子補給 平成28年度分 平成28年度 ～

平成31年度

平成29年度
平成29年度分 ～

平成32年度

平成27年度
平成２７年度

分 ～ 平成29年度

平成28年度

平成29年度
水洗便所改造資金損失補償 平成28年度分 平成28年度 ～

平成31年度

平成29年度
平成29年度分 ～

平成32年度

平成27年度 平成29年度
4,400 ～ 81 ～ 324 324

平成28年度 平成32年度

水洗便所改造資
金融資額の未償
還元金の10％に
相当する額

水洗便所改造資
金融資額の未償
還元金の10％に
相当する額

水洗便所改造資
金融資額の未償
還元金の10％に
相当する額

　　　住民情報システム賃借

事　　　　　　　　　　項

期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額

前年度末までの
支出（見込）額　

水洗便所改
造資金融資
額の利子に
相当する額

水洗便所改
造資金融資
額の利子に
相当する額

水洗便所改
造資金融資
額の利子に
相当する額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

地方債 その他
一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

限度額

当該年度以降の
支出予定額　　 
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(単位：千円)

当該年度中起債
見込額

当該年度中元金
償還見込額

 １. 普通債 5,160,188 5,575,921 179,800 384,638 5,371,083

(1) 公共下水道事業 5,160,188 5,575,921 179,800 384,638 5,371,083

 2. 災害復旧 54,400 54,400 54,400

(1) 災害復旧事業 54,400 54,400 54,400

合 計 5,214,588 5,630,321 179,800 384,638 5,425,483

区  　　　  分

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当該年度中増減見込み
当該年度末現在
高見込額

前々年度末現在
高

前年度末現在高
見込額
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